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沿 革  昭31.6日本原子力研究所   → 昭60.3(統合)  

昭38.8日本原子力船研究開発事業団 

      昭31.8原子燃料公社→ 昭42.10動力炉・核燃料開発事業団 

→ 平10.10核燃料サイクル開発機構 

（＊１） → 平17.10独立行政法人日本原子力研究開発機構 

 

目 的 原子力に関する基礎的研究及び応用の研究並びに核燃料サイクルを確立する

ための高速増殖炉及びこれに必要な核燃料物質の開発並びに核燃料物質の再処理に

関する技術及び高レベル放射性廃棄物の処分等に関する技術の開発を総合的、計画

的かつ効率的に行うとともに、これらの成果の普及等を行い、もって人類社会の福

祉及び国民生活の水準向上に資する原子力の研究、開発及び利用の促進に寄与する

ことを目的とする。 

業務の範囲 １． 原子力に関する基礎的研究を行うこと。２． 原子力に関する応用

の研究を行うこと。３． 核燃料サイクルを技術的に確立するために必要な業務で次

に掲げるものを行うこと。イ 高速増殖炉の開発（実証炉を建設することにより行う

ものを除く。）及びこれに必要な研究 ロ イに掲げる業務に必要な核燃料物質の開

発及びこれに必要な研究 ハ 核燃料物質の再処理に関する技術の開発及びこれに

必要な研究 ニ ハに掲げる業務に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の処理及び

処分に関する技術の開発及びこれに必要な研究 ４． １．から３．までに掲げる業

務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。５． 放射性廃棄物の処分に

関する業務で次に掲げるもの（原子力発電環境整備機構の業務に属するものを除

く。）を行うこと。 イ 機構の業務に伴い発生した放射性廃棄物及び機構以外の者

から処分の委託を受けた放射性廃棄物の埋設の方法による最終的な処分（以下「埋

設処分」という。）ロ 埋設処分を行うための施設（以下「埋設施設」という。）の

建設及び改良、維持その他の管理並びに埋設処分を終了した後の埋設施設の閉鎖及

び閉鎖後の埋設施設が所在した区域の管理 ６． 機構の施設及び設備を科学技術に

関する研究及び開発並びに原子力の開発及び利用を行う者の利用に供すること。７． 

原子力に関する研究者及び技術者を養成し、及びその資質の向上を図ること。８． 原

（＊１） 



子力に関する情報を収集し、整理し、及び提供すること。９． １．から３．までに

掲げる業務として行うもののほか、関係行政機関又は地方公共団体の長が必要と認

めて依頼した場合に、原子力に関する試験及び研究、調査、分析又は鑑定を行うこ

と。１０． １．から９．の業務に附帯する業務を行うこと。１１． 機構は、１．

から１０．の業務のほか、特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律第五条

第二項に規定する業務を行う。１２ 機構は、１．から１１．の業務のほか、１．

から１１．の業務の遂行に支障のない範囲内で、国、地方公共団体その他政令で定

める者の委託を受けて、これらの者の核原料物質、核燃料物質又は放射性廃棄物を

貯蔵し、又は処理する業務を行うことができる。 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞ ８９２，９８６百万円 

＜国有財産の無償使用＞ なし 

＜予算計画＞                                            （単位：百万円） 

 
区  分 

中期計画予算 

（平成22～26年度） 
平成25年度予算 

収

入 

 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

核融合研究開発施設整備費補助金 

防災対策等推進核融合研究開発施設整備費補助金 

先進的核融合研究開発費補助金 

防災対策等推進先進的核融合研究開発費補助金 

特定先端大型研究施設整備費補助金 

特定先端大型研究施設運営費等補助金 

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 

国際熱核融合実験炉計画関連研究開発費補助金 

核セキュリティ強化等推進事業費補助金 

その他国庫補助金 

受託等収入 

その他の収入 

廃棄物処理処分負担金 

前年度からの繰越金 

計 

818,167 

46,131 

 

 

 

 

1,096 

14,763 

52,793 

- 

- 

0 

89,298 

16,541 

47,000 

22,342 

1,108,132  

146,835 

1,903 

972 

2,299 

2,080 

13 

490 

8,207 

12,618 

- 

609 

0  

1,386 

1,680 

9,400 

131,508 

319,999 

支

出 

 

一般管理費 

(公租公課を除く一般管理費) 

うち、人件費(管理系) 

物件費 

公租公課 

事業費 

うち、人件費 

物件費 

施設整備費補助金経費 

特定先端大型研究施設整備費補助金経費 

特定先端大型研究施設運営費等補助金経費 

82,714 

(42,640) 

24,849 

17,791 

40,074 

771,844 

216,549 

555,294 

46,131 

1,096  

14,763 

14,207 

- 

- 

- 

- 

156,328 

- 

- 

1,949 

490 

8,207 



国際熱核融合実験炉研究開発費補助金経費 

核セキュリティ強化等推進事業費補助金経費 

核融合研究開発施設整備費補助金経費 

防災対策等推進核融合研究開発施設整備費補助金経費

先進的核融合研究開発費補助金経費 

防災対策等推進先進的核融合研究開発費補助金経費

受託等経費 

借入償還金 

廃棄物処理処分負担金繰越その他 

計 

52,793 

- 

- 

- 

- 

- 

89,298 

0 

 49,492 

1,108,132 

12,618 

609 

972 

2,299 

2,080 

13 

1,382 

0 

118,844 

319,999 

＜短期借入金の限度額＞ ３５，０００百万円 

組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数1人・任期、任命の日から中期目標の期間の末日まで）松

浦 祥次郎 （副理事長・定数1人・任期、理事長が定める期間）辻倉 米藏 （理

事・定数７人以内・理事長が定める期間）野村 茂雄、廣井 博、伊藤 洋一、南波 秀

樹、上塚 寛、森山 善範、山野 智寛、 （監事・定数２人・任期２年）仲川 滋、

小長谷 公一 

＜職員数＞ ５，４８０人 （常勤職員４，６４７人、非常勤職員８３３人） 

＜組織図＞ 
 
 
 
 
 

理 事 長 
理 事 

監 事 

【事業推進部門】 
福島技術本部 安全統括部 広報部 産学連携推進部 国際部 建設部 研究技術情報部

核物質管理科学技術推進部 システム計算科学センター 原子力人材育成センター 原子

力緊急時支援・研修センター 埋設事業推進センター 核不拡散・核セキュリティ総合支援

センター  

【研究開発部門】 
安全研究センター 先端基礎研究センター 原子力基礎工学研究部門 量子ビーム応用研

究部門 核融合研究開発部門 次世代原子力システム研究開発部門 地層処分研究開発部

門 バックエンド推進部門  

【研究開発拠点】 
東海研究開発センター Ｊ－ＰＡＲＣセンター 大洗研究開発センター 敦賀本部 那珂核

融合研究所 高崎量子応用研究所 関西光科学研究所 幌延深地層研究センター 東濃地

科学センター 人形峠環境技術センター 青森研究開発センター 
 

【運営管理部門】 
原子力機構改革本部 もんじゅ安全・改革本部 
経営企画部 総務部 監査室 法務室 
人事部 財務部 契約部 



中期目標 
Ⅰ．中期目標の期間 

機構の当期の中期目標の期間は、平成22年(2010年)４月１日から平成27年(2015年)３月31日までの
５年間とする。 

 
Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 1. 福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発 

「東京電力（株）福島第一原子力発電所における中長期措置に関する検討結果（平成23 年12 月13 日
原子力委員会決定）」を踏まえ、事故を起こした原子力発電所の廃止措置等に向けた研究開発の実
施について、政府・東京電力中長期対策会議研究開発推進本部の方針に基づき、関係省庁、研究機
関等の関係機関、事業者等との役割分担を明確にし、連携を図りながら、確実かつ効率的に実施す
る。 
また、「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法に基づく基本方針（平成
23 年11 月11 日閣議決定）」を踏まえ、各省庁、関係地方公共団体、研究機関等の関係機関、事業
者等と連携しつつ、必要な研究開発を実施する。 

2．エネルギーの安定供給と地球温暖化対策への貢献を目指した原子力システムの大型プロジェクト研
究開発 
(1)高速増殖炉サイクル技術の確立に向けた研究開発 

高速増殖炉サイクルは、軽水炉サイクルに比べウラン資源の大幅な有効活用を可能とし、長期的
なエネルギー安定供給に貢献できる可能性を有するものである。このため、平成37年(2025年)頃ま
での実証炉の実現と平成62年(2050年)頃からの商業化に向けた研究開発を推進する。 
1)高速増殖原型炉「もんじゅ」における研究開発 
高速増殖炉の実用化に向けた研究開発の場の中核である高速増殖原型炉「もんじゅ」については、

本格運転を開始し、その開発の所期の目的である「発電プラントとしての信頼性の実証」及び「ナ
トリウム取扱技術の確立」の達成に向けた研究開発を実施する。なお、「もんじゅ」における研究
開発を実施するに当たっては、今後の研究開発の取組方針や計画等について具体的かつ明確に示し、
適宜、評価・改善を図るとともに、過去のものも含めた研究成果等について国民にわかりやすい形
で公表する。 
2)高速増殖炉サイクルの実用化研究開発 
高速増殖炉サイクルの商業ベースでの導入に至るまでの研究開発計画の検討に貢献するため、平

成22年(2010年)に実施する革新的な技術の採否判断を踏まえ、高速増殖炉サイクル技術の実用化研
究開発を行う。 
3)プロジェクトマネジメントの強化 
プロジェクト全体を俯瞰して柔軟かつ戦略的にマネジメントを行う体制を構築し、プロジェクト

全体が遅延することなく着実に進むよう適切に進捗管理を行う。また、円滑な技術移転に向けて、
関係者と協力して適切な体制を構築する。 

(2)高レベル放射性廃棄物の処分技術に関する研究開発 
高レベル放射性廃棄物の地層処分の実現に向け、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画」(平

成20年3月14日閣議決定)との整合性を取り、基盤的な研究開発を着実に進め、地層処分技術の信頼
性の向上を図り、実施主体による処分事業と国による安全規制を支える技術基盤を整備し、提供す
る。そのため、超深地層研究所計画と幌延深地層研究計画に基づき、坑道掘削時の調査研究及び坑
道を利用した調査研究を着実に進める。あわせて工学技術や安全評価に関する研究開発を実施し、
これらの成果により地層処分の安全性に係る知識ベースの充実を図る。さらに、実施主体との人材
交流等を進め、円滑な技術移転を図る。 

(3)核融合エネルギーを取り出す技術システムの研究開発 
原子力委員会が定めた第三段階核融合研究開発基本計画に基づき、核融合研究開発を総合的に推

進し、核融合エネルギーの実用化に向けて貢献するとともに、原型炉段階への移行に向けた取組を
行う。 
①国際熱核融合実験炉(ITER)計画及び幅広いアプローチ(BA)活動 



「イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核融合エネルギー機構の設立に関する
協定」(ITER 協定)に基づき、国内機関として、ITER 機器の調達やITER 機構への人材提供の窓口
としての役割を果たし、ITER 建設活動に取り組む。また、「核融合エネルギーの研究分野におけ
るより広範な取組を通じた活動の共同による実施に関する日本国政府と欧州原子力共同体との間
の協定」(BA 協定)に基づき、実施機関としてITER 計画を補完する研究開発に取り組むとともに、
原型炉に向けた最先端研究等を推進する。 
さらに、大学・研究機関・産業界の意見や知識を集約しつつ、ITER 計画及びBA 活動に取り組

むとともに、ITER 計画及びBA 活動と国内核融合研究との成果の相互還流に努める。 
②炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発 

原型炉の実現に向けて、トカマク国内重点化装置計画等炉心プラズマ研究開発を進めるととも
に、増殖・発電ブランケット、構造材料等の核融合工学研究や人材育成を行う。また、原型炉段
階へ移行するために必要な技術・推進体制の確立等の取組を行う。 

3．量子ビームによる科学技術の競争力向上と産業利用に貢献する研究開発 
(1)多様な量子ビーム施設・設備の整備とビーム技術の研究開発 

多様で高品位な量子ビームを得るため、以下のビーム発生・制御技術開発を行う。 
1) 高エネルギー加速器研究機構(KEK)と協力して大強度陽子加速器(J-PARC)の開発を進め、高強
度パルス中性子用の検出器、中性子光学素子等の利用技術開発を進める。また、J-PARC に中性
子利用設備・機器を整備する外部機関に対して、必要な技術情報の提供等の支援を行う。 

2) 研究炉による中性子利用技術、荷電粒子・RI 利用技術及び光量子・放射光利用技術等の高度
化を進める。 

(2)量子ビームを応用した先端的な研究開発 
環境・エネルギー、物質・材料科学、生命科学等の様々な分野における量子ビームの有効な利用

を促進するため、先進的量子ビームの利用技術の高度化を行うとともに、量子ビームテクノロジー
の普及と応用領域の拡大を目指した研究開発を進める。 

4．エネルギー利用に係る技術の高度化と共通的科学技術基盤の形成 
我が国のエネルギー利用に係る技術の高度化と共通的科学技術基盤の形成を図り、新たな原子力

利用技術を創出するため、以下の分野において研究開発を実施する。 
再処理、原子炉を利用した水素製造技術、核工学、炉工学、照射材料科学、アクチノイド・放射

化学、環境科学、放射線防護、計算科学技術、分離変換技術の研究開発 
5．原子力の研究、開発及び利用の安全の確保と核不拡散に関する政策に貢献するための活動 
(1)安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援 

原子力安全規制行政を技術的に支援することにより、我が国の原子力の研究、開発及び利用の安
全の確保に寄与する。 
このため、原子力安全委員会の「原子力の重点安全研究計画(第2 期)」(平成21 年８ 月３ 日原

子力安全委員会決定)を踏まえ、同委員会及び規制行政機関からの技術的課題の提示又は要請等を受
けて、安全研究を行い、これら規制行政機関の指針類や安全基準の整備等に貢献する。 
また、関係行政機関等の要請を受け、原子力施設等の事故・故障の原因の究明等、安全の確保に

貢献する。 
(2)原子力防災等に対する技術的支援 

関係行政機関及び地方公共団体の原子力災害対策の強化に貢献するため、地方公共団体が設置し
たオフサイトセンターの活動に対する協力や原子力緊急時支援・研修センターの運営により、これ
ら諸機関の活動を支援する。 

(3)核不拡散政策に関する支援活動 
我が国の核物質管理技術の向上、関係行政機関の核不拡散に関する政策を支援するため、以下の

活動を実施する。 
1) 関係行政機関の要請を受け、自らの技術的知見に基づき、政策的な研究を行い、その成果を発
信することにより、我が国の核不拡散政策の立案を支援する。 
2) 関係行政機関の要請を受け、核物質管理技術開発、計量管理等の保障措置技術開発を行い、国
際原子力機関(IAEA)等を支援する。 
3) 包括的核実験禁止条約(CTBT)の検証技術の開発等を行う。 



4) 関係行政機関の要請を受け、放射性核種に関するCTBT 国際監視観測所、公認実験施設及び国
内データセンターの整備、運用を継続する。 

6．自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分に係る技術開発 
機構は、原子力施設の設置者及び放射性廃棄物の発生者として、保有する原子力施設の廃止措置

及び放射性廃棄物の処理処分を、その責任で、安全確保を前提に、計画的かつ効率的に実施するこ
とが必要である。 
このため、保有する原子力施設の廃止及び放射性廃棄物の処理処分を、安全かつ効率的に行うた

めに必要とされる技術開発を行い、廃止措置及び放射性廃棄物処理処分について将来負担するコス
トの低減を技術的に可能とする。 

7．放射性廃棄物の埋設処分 
「独立行政法人日本原子力研究開発機構法」(平成16年法律第155号)第17条第1項第5号に規定する業
務を、同法第19条に規定する「埋設処分業務の実施に関する計画」に基づき、機構以外の発生者を
含めた関係者の協力を得て実施する。 

8．産学官との連携の強化と社会からの要請に対応するための活動 
(1)研究開発成果の普及とその活用の促進 

機構の研究開発成果の国内外における普及を促進するため、知的財産の取扱いに留意しつつ、発
信する機構の研究開発成果の質の向上を図りつつ、量を増大する。さらに、機構の研究開発成果の
産業界における利用機会を拡充するため、産業界のニーズを踏まえ、研究開発成果の知的財産化を
促進するなどの取組を行う。 

(2)民間事業者の核燃料サイクル事業への支援 
機構の核燃料サイクル研究開発の成果については、民間事業者における活用を促進するために、

民間事業者からの要請を受けて、その核燃料サイクル事業の推進に必要とされる人的支援も含む技
術的支援を実施する。 

(3)施設・設備の供用の促進 
機構が保有する施設・設備を幅広い分野の多数の外部利用者に適正な対価を得て利用に供し、外

部利用者の利便性の向上、様々な分野の外部利用者が新しい利活用の方法を拓きやすい環境の確立
に努める。 

(4)特定先端大型研究施設の共用の促進 
「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」(平成6年法律第78号)第5条第2項に規定する業
務(登録施設利用促進機関が行う利用促進業務を除く。)を行うことにより、研究等の基盤の強化を
図るとともに、研究等に係る機関及び研究者等の相互の間の交流による研究者等の多様な知識の融
合等を図り、科学技術の振興に寄与する。 

(5)原子力分野の人材育成 
国内外の原子力分野の人材育成、大学等の同分野の教育研究に寄与するため、大学等との間の連

携協力を促進するとともに、研修による人材育成機能の質的向上を図る。 
(6)原子力に関する情報の収集、分析及び提供 

知識・技術を体系的に管理し、継承・移転するため、国内外の原子力に関する情報を、産学官の
ニーズに適合した形で、収集、分析し、提供する。 

また、関係行政機関の要請を受けて、関係行政機関の政策立案や広報活動を支援する。 
(7)産学官の連携による研究開発の推進 

原子力の研究開発を効果的・効率的に実施し、その成果を社会に還元するため、産業界、大学等
及び関係行政機関との強固な連携関係を構築するとともに、そのニーズを的確に把握し研究開発に
反映し、適正な負担を求め、共同研究等を効果的に行う。 
産業界との連携に当たっては、実用段階の本格利用が見込まれるものについて積極的に実用化の

促進を図る。また、軽水炉技術の高度化については、機構の保有する技術的ポテンシャル及び施設・
設備を効果的かつ効率的に活用し、関係行政機関等が行う改良軽水炉技術開発に貢献する。 
大学等との連携に当たっては、大学等に対して研究機会を提供するために機構の保有する施設・

設備を活用し、大学等の教育研究に協力する。 
(8)国際協力の推進 

関係行政機関の要請を受けて、原子力の平和利用や核不拡散の分野において、国際原子力機関
(IAEA)、経済協力開発機構／原子力機関(OECD/NEA)等の国際機関の活動への協力、ITER 計画、第4 世



代原子力システムに関する国際フォーラム(GIF)、アジア原子力協力フォーラム(FNCA)等の多国間及
び二国間の国際協力を通じて、国際協力活動を積極的かつ効率的に実施する。なお、国際協力に当
たっては、国際社会における日本の状況を踏まえて戦略的に取り組むことが重要である。 

(9)立地地域の産業界等との技術協力 
立地地域における技術交流活動を促進するため、共同研究や技術移転等を行うことにより、立地

地域の企業、大学等との連携協力を充実・強化する。 
(10)社会や立地地域の信頼の確保に向けた取り組み 

機構に対する社会や立地地域からの信頼の確保に向け、情報公開・公表の徹底に取り組む。また、
社会や立地地域との共生のため、広聴・広報活動を実施し、機構に対する国民理解増進のための取
組を行う。 
なお、情報の取扱いに当たっては、核物質防護に関する情報、知的財産の適切な取扱いに留意す

る。 
 
Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項 
1．効率的、効果的なマネジメント体制の確立 
(1)柔軟かつ効率的な組織運営 

理事長による強いリーダーシップの下、PDCA サイクルに基づく機構全体を俯瞰した戦略的な経営
が可能となるよう、理事長の経営を支える経営企画機能を強化し、柔軟かつ機動的な組織運営を図
る。また、研究開発を効率的かつ計画的に推進するため、責任の所在の明確化、研究開発拠点・部
門間の有機的連携の強化を図る。 

(2)内部統制・ガバナンスの強化 
経営層による研究開発拠点・部門への関与の強化など、機構の業務及びそのマネジメントに関す

る内部統制・ガバナンスの強化を図るとともに、役職員等のコンプライアンス意識の向上を図る。 
(3)人材・知識マネジメントの強化 

機構に必要とされる優秀な人材を確保・育成するために、キャリアパスの設定や流動性の確保、
組織への貢献度に応じた処遇などの仕組みを整備する。 
また、機構の研究開発成果の技術移転や若手研究者・技術者への継承・能力向上に組織的、計画

的に取り組む。 
(4)研究組織間の連携による融合相乗効果の発揮 

基礎・基盤研究からプロジェクト研究開発に至る幅広い専門分野の研究者・技術者の有する経験、
ノウハウ及び研究開発成果等を基にして、保有する研究インフラを効果的に活用し、研究開発を効
率的に行う。 

2．業務の合理化、効率化 
(1)経費の合理化・効率化 

機構の行う業務について既存事業の効率化及び事業の見直しを進め、独立行政法人会計基準に基
づく一般管理費(公租公課を除く。) について、平成21年度(2009年度)に比べ中期目標期間中にその
15％以上を削減するほか、その他の事業費(新規事業及び外部資金で実施する事業費等を除く。) に
ついて、中期目標期間中にその5％以上を削減する。 
青山分室については廃止に向けて検討を行うとともに、近接している東海分室と阿漕ヶ浦分室に

ついては、中期目標期間内に売却を含めてその在り方について抜本的に見直す。 
(2)人件費の合理化・効率化 

人員の効率的配置を行い、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」
(平成18年法律第47号)及び「行政改革の重要方針」(平成17年12月24日閣議決定)等を踏まえ、平成
22年度(2010年度)までに平成17年度(2005年度)に比べ人件費の5％以上の削減を図るとともに、「経
済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」(平成18年７月７日閣議決定)に基づき、人件費改革
の取組を平成23年度(2011年度)まで継続する。 

(3)契約の適正化 
｢独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて｣（平成21年11月17日閣議決定)を踏まえ、機構

の締結する契約については、核不拡散、核物質防護、原子力災害防止等の観点から真にやむを得な
いものを除き、原則として一般競争入札等によることとし、透明性、公平性を確保しつつ、公正な
手続きにより行い、経費の削減に努める。 



(4)情報技術の活用 
情報セキュリティを確保しつつ、情報技術及び情報システムを用いた業務の効率化やシステムの

最適化を図る。 
3．評価による業務の効率的推進 
事業の全般について、社会的ニーズ、費用対効果、経済的波及効果を勘案した事前評価から事後評

価に至る体系的かつ効率的な外部有識者による評価を実施することにより、各事業の妥当性を評価す
るとともに、評価結果は、国民に分かりやすく提供し、業務運営に的確に反映する。 

 
Ⅳ．財務内容の改善に関する事項 

固定経費の節減等による予算の効率的な執行、競争的資金や受託収入等の自己収入の増加等に努め、
より健全な財務内容の実現を図る。 

 
Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項 
1．安全確保及び核物質等の適切な管理の徹底に関する事項 

業務の実施においては、法令遵守を大前提に、安全確保を業務運営の最優先事項として、施設及
び事業に関わる安全確保を徹底する。 
また、核物質の管理に当たっては、国際約束及び関連国内法令を遵守して適切な管理を行うとと

もに、核物質防護を強化する。 
2．施設・設備に関する事項 

機能が類似または重複する施設・設備について、より重要な施設・設備への機能の重点化、集約
化を進める。業務の遂行に必要な施設・設備については、重点的かつ効率的に、更新及び整備を実
施する。 

3．自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分に関する事項 
保有する原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分は、原子力の研究、開発及び利用を

進める上で極めて重要な業務であり、計画的、安全かつ合理的にこれを実施し、原子力施設の設置
者及び放射性廃棄物の発生者としての責務を果たす。 
そのため、平成23年度(2011年度)までに、外部有識者の意見を聴取するなど客観性を確保しつつ、

安全を前提とした合理的・効率的な中長期計画を作成し、これを実施する。 
(1)放射性廃棄物の処理処分に関する事項 

1)低レベル放射性廃棄物の処理については、契約によって外部事業者から受け入れるものの処理
も含め、安全を確保しつつ、固体廃棄物の圧縮・焼却、液体廃棄物の固化等の減容、安定化、廃
棄体化処理及び廃棄物の保管管理を着実に実施する。 
2)高レベル放射性廃棄物については、適切に貯蔵する。 
3)低レベル放射性廃棄物の処分については、余裕深度処分、TRU 地層処分の合理的な処分に向け
た検討を行う。 

(2)原子力施設の廃止措置に関する事項 
保有する原子力施設について、使命、役割を終えた施設、機能の類似、重複する施設、劣化した

施設の廃止措置を、計画的かつ効率的に進める。 
なお、原子力施設の廃止時期及び廃止方法の検討を行うに当たっては、国内外における代替機能

の確保、機能の他機関への移管、当該施設の利用者の意見等も考慮する。また、廃止後の機構の研
究開発機能の在り方についても同時に検討するものとする。 

4．国際約束の誠実な履行に関する事項 
機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した原子力の研究、開発及び利用に関する条約その

他の国際約束の誠実な履行に努める。 
5．人事に関する事項 

職員の能力と実績を適切かつ厳格に評価し、その結果を処遇に反映させるとともに、適材適所の
人事配置を行い、職員の能力の向上を図る。 
また、競争的で流動的な研究開発環境の創出を図るために任期付研究員等の活用を促進する。 
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